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東京都障害者計画・東京都障害者福祉計画第二期計画策定への意見・要望について

はじめに

東京都障害者福祉計画の策定については、いよいよ具体案作成の時期となりました。私は、知的障害福祉に関わる者として、障害者が安心して地域で暮らしていける東京を目指し、以下に意見・要望を述べさせて頂きます。
知的障害者福祉は、障害者自立支援法の施行とｻｰﾋﾞｽ推進費の見直しにあたり、様々な課題を抱えています。特に法律の改訂により不利益を受けている利用者がいることに危機感と怒りを持ち、3年前より、他の当事者やご家族、事業者の方々などとも立場を超えて協力しながら、法律の抜本的見直しを求めて、行動を開始しました。さらに、東京都全体の福祉水準の向上について、この現状を踏まえ利用者本位のｻｰﾋﾞｽの実現が、第2期東京都障害者福祉計画に反映されますよう、趣旨をご理解頂きよろしくお願い申し上げます。
１．知的障害児童関係
（１）障害児の早期発見・早期対応

　障害の早期発見については、親の障害受容が大きな課題となっています。特に知的障害のない発達障害や軽度発達障害については、専門職の育成や、発達障害への正しい知識・情報の周知が必要ですが、現状は親の不安感や障害受容の混乱が、早期療育への取り組みを遅らせています。検診でスルーしてしまう場合もあり、体制整備と相談業務、専門家の育成を急ぎ保護者への支援体制を確保しなければなりません。

· 母子保健の１才６ヶ月、３歳児検診のフォロー、療育支援

· 障害の受容に対する支援

· 検診から早期対応の療育機関等との連携

· 療育支援手帳（カルテのようなもの）の制度化

· グレーゾーンと言われている子どもへの対応

（２）就学前の支援

　就学前に療育を受けているか否かで、学校での教育効果が大きく異なっています。しかし、地域によっては通園施設、児童デイサービスが整備されていない区市町村があり、また、児童デイサービスにおいては単価が安いため給付費のみでは、単独での経営が困難であったり、専門家の雇用ができにくいのが実態です。さらに、保育園・幼稚園における発達障害への理解や対応は不十分であり、現場での支援上の混乱も多くスタッフへのフォロー体制が必須となります。就学については、ようやく就学支援シートの作成が始められていますが、区市町村への早期の働きかけと関係機関の連携が急がれます。特に、障害児の育てにくさに起因する虐待も多く、療育や支援体制を整備する事で、未然に虐待を防止する必要があります。

· 保育所、幼稚園での障害児受け入れの促進、環境整備

· 保育所、幼稚園での障害児に対する巡回指導等の専門機関との連携

· 専門領域による支援体制の整備

· 地域の実情に応じた支援体制

· 教育関係機関との連携

· 現行の通園施設とデイサービス機能の充実

· 就学前療育から就学への移行支援

（3） 学齢期・青年期への支援

　学齢期の問題としては、放課後のケア、通学、長期休暇のすごし方、発達障害への専門的な関わり、保護者への支援が主に上げられます。また、療育体制については就学と同時に学校教育に移行してしまい、各関係機関でのフォローアップに留まっています。しかし、個別の療育の不足や通常学級への通級児に対する個別教育は充分ではありません。放課後、長期休暇中の過ごし方についても保護者の負担が大きくなっています。現状は日中一時支援事業での対応となっていますが（日中一時支援事業の項参照）、地域に資源がない場合も多く、希望通り使えるサービスにはなっていません。また、短期入所の際の通学の保障は大きな課題です。養護学校卒業後の地域移行計画とアフターケアについても学校の限られた取り組みに委ねられており、相談支援体制を含むトータルなサービス体制（就労・生活支援、ソーシャルスキル等）を作る必要があります。いずれも、保護者が一人で抱え込む事がない地域でのライフステージに対応したサービス体制を構築しなければ、入所施設依存の福祉からの脱却は進みません。

· 障害児の学童保育の保証

· 児童デイサービスにおける学齢期の支援体制の保証
・人員配置を特別支援学校と同等にする
・放課後ケアの場所の設置

· 地域での活動の場の確保

· 居宅介護、移動支援の保証
・居宅介護、移動支援による登下校の支援
・余暇、外出時等の支援

· 成人期に向けた社会性、社会参加への支援

· 高等部卒業に向けた社会への移行支援
・職場実習に対する移動支援の活用
・障害者サービスの体験利用の制度化

· 児童福祉法と知的障害者福祉法、障害者自立支援法へのスムーズな移行の保証

（4） ライフステージを通じた相談支援

　知的障害児施設入所に至らないためのニーズに応じた相談支援、在宅支援、家庭支援のあり方を検討し、また、施設入所後の家庭再統合に向けた支援の重要性から、その機能を担う事業の創設等、障害児施設の機能の見直しが必要です。

· 家庭養育が困難となる事例の発生を抑制するための在宅支援体制の整備

· 保健センター、子ども支援課、障害福祉課の縦割り的対応の見直し

· 児童に特化したセイフティーネットとしての保護機能の確保

· 子ども地域療育支援センター等を通園施設、児童入所施設に併設ないしは単独設置
・相談支援機能の強化
・相談支援機能を支えるサービス事業の整備及び一体化

· ライフステージに応じた個別支援計画と、学校の個別教育計画との連携

（5） 家族への支援

· 障害受容に向けた支援

· 子育ての悩み、負担に対する支援

· 兄弟、姉妹との関係に対する調整や支援

· 居住地近隣でのレスパイト支援

· 一人親世帯に対する支援
・ホームヘルプ、ガイドヘルプ、放課後、休日等への支援
・学齢期の登下校、通院サポート等への介護、移動への支援
・障害を理由に家庭から分離し施設養護をしなくても良い支援体制、環境の整備
· 経済的負担等
・児童期の療育に対する費用は、子どもの権利条約第２３条３項に沿って義務教育と同等にする必要がある
・障害児の契約制度の利用者負担方式は、子どもの権利条約第２３条３項違反しているのでないか
・児童期は保護者の扶養によることから所得に応じた負担方式が妥当である

（6） 入所施設のあり方

　知的障害児施設においても、家庭との連携や、家庭的環境の整備を促進するため、児童養護施設に認められているグループホームケア方式、分園型施設、地域小規模施設等を導入し施設ケアの小規模化を促進する必要があります。

· 入所施設の役割

· 児童期は家庭に代わる生活の場としてより家庭的な環境の中で養育する環境整備が必要である

· 障害に起因する発達支援、適応能力との育成に向けた専門的支援の提供

· 障害に起因する課題と適切な環境にない場合発達保証、家庭代替機能

· 虐待、ネグレクト等不適切な環境で育った子どもの心のケア、人格形成に対する専門的な支援

· 重複障害、発達障害、てんかん等児童精神医療との連携、一時的入院等弾力的利用と専門的拠点機能の整備

· 子どもの親子分離、家庭分離の安心、安定を目指し生活支援と施設環境の方向性としてケア単位の小規模化が必要。児童養護施設体系に導入された類型を障害児施設にも導入し、小規模、地域密着型の推進を図る

・児童の育ちを保証する環境、人的資源を確保し、二次障害として行動障害や不適応の改善を図る

· 軽度な知的障害児の入所が増えており、社会的自立への支援体制の確立

· 家庭、地域を支える役割からその支援機能の拡充

· 入所施設を利用しないで地域で家族と共に生活できる支援、相談機能の拡充

· 児童期の在宅支援の提供があっても家庭生活が困難となり入所する場合の家庭再統合に向けた支援の充実

· 通園施設、入所施設に、療育相談支援事業、子ども家庭支援センター機能を併設し、サービスの一体化を図る

· 障害児施設のみへの契約制度の導入の問題から、児童福祉施設は一体的な制度をしての乳児院、児童養護施設等措置施設と障害児施設の相互利用、移行、変更がしづらくなった。児童福祉法の精神に則り児童の利益を最優先する制度に変更すべき

· 知的障害児施設に入所する多くの児童は「社会的養護」としてとらえられる。障害児の社会的養護に関する実態の把握。施策の検討を図る

· 障害者福祉計画は、障害児を対象としていないため、知的障害児施設に在籍する満１８歳以上が計画に組み込まれていない。障害児施設に在籍する１８歳以上の障害児も対象に計画作成をすべき

· 知的障害児施設における在所延長規定を見直し、満１８歳を基本とした体系とする。基本的観点として、当事者の「大人として当たり前の権利を享受する」ことを保証することであり、それに見合う体系の件が必要

（７）措置と契約

措置と契約の問題は児童福祉における基本的な制度の問題です。児童福祉法第２条「児童育成の責任」、第３条「原理の尊重」に反しているのではないでしょうか。入所施設は児童の権利、行政の義務を明確にするために措置とし、通園施設及びその他の支援は、措置でも契約でもなく、行政の義務と、保護者の選択を両立するシステムを設ける必要があります。

· 制度改正施行の実態と課題

· 法施行、契約制度導入に際して「原則として契約制度とする」と法に規定されていないこと強要した

· 契約制度について、保護者、事業者に対して説明責任を果たしておらず、受給者証の交付が出来ていないにもかかわらず施行し、契約の遡及適用を強いたこと等、法令違反ではないか

· 判断基準は、児童福祉法第３条に反しているのではないか

· 判断に際して親の契約能力により決定したことは、子どもの権利条約第９条「家庭不分離の原則」その場合のケアに対する同第２０条に反しているのではないか

· 入所施設の契約制度は、子どもの権利条約第１８条、第１９条、第２０条等に照らし、また民法８２０条、８３３条、８７７条等から家庭分離にして施設ケアとする場合の契約行為は法に抵触するのではないか

· この場合の契約書は、利用者負担等を定めていることから金銭消費賃貸契約の性格もあり、滞納、未払等に対する連帯保証人等必要なことが定められていないのは契約行為として有効なのか

児童福祉法は、子どもに関する基本法であることから上記の疑念、懸念に付いて明確にすることが今後の施策の前提とすべきと考えます。当面、法施行のための契約制度の法第２４条関係は凍結し、原則として「措置」とする対応をすべきです。

２．入所施設
（１）最重度加算・行動障害加算の考え方

「最重度加算」を支援の必要性を鑑みて、行動障害の激しい利用者や犯罪被害者になる恐れのある利用者に適用し、入所施設において必要な支援が受けられるように考えていく必要があります。
（２）安心して地域移行するために

入所施設からグループホーム等の地域生活へ移行することは、長年施設で暮してきた利用者、家族にとっては大きな不安を感じる事です。しかし、東京都としてこの施策を進めてきた観点から、一定期間地域生活を送るための体験ができるような機能を、東京都の施策として進めてください。（障害者自立支援法移行後の障害者支援施設に対しても「自活訓練事業」と同じ機能を東京都独自で創設してほしい。）

また、地域生活に必要な居宅系の事業の促進、権利擁護事業（成年後見制度・地域福祉権利擁護事業など）の推進も求めるところです。

（３）サービス推進費本則適用

サービス推進費は事業所によって交付額が異なっています。２１年度の見直し時期に本則摘要し、施設間の格差をなくすとともに、大きな減額を強いられる施設への緩和措置を進め、全ての施設が安心して運営できる体制を構築してください。

（４）都外施設における地域移行

都外施設利用者の地域移行を促進するために、グループホーム・ケアホーム建設及び運営費補助がありますが、都外施設については都内施設とは異なっています。地域移行は都が勧めている施策であることから、同じ都民としてサービスを受けられる施策を行なうべきです。また、地域移行コーディネート事業の促進がはかられ、都内、都外を問わず希望者への移行促進が図られなければなりません。都外の在所行政機関との連絡調整についてもご配慮ください。

（５）人材確保

福祉サービスの担い手が減少し、各施設において人手不足が顕著になっています。大都市東京という特殊事情を考慮し、一定の給与を保障し、いい人材が定着できるための昇給財源が確保できるよう、サービス推進費の基本単価アップを求めます。

（６）都外施設の役割

都外施設の作られてきた経緯から、都外施設が東京都の福祉資源として果たして来た役割を再評価し、今後都民サービスの機能として有効に活用されるようお考えください。

（７）入所施設に求められる機能

入所施設をその地域における知的障害児・者福祉の重要な拠点と明確に位置付け、利用者や家族が安心できる暮らし場の確保に資するための役割に対応できる機能を付加し、新しい入所施設のあり方を検討してください。
　東京都における居住支援ニーズを把握し、国の基準(平成17年10月の定員)にこだわらず、現状の居住の場の不足状況を踏まえた施策を進める必要があります。短期入所をたらいまわしにされたり、精神科病院の社会的入院などの利用者への不利益となっている現状を変えていくことは急務です。

（7） 入所施設の役割

多くの入所施設は今後、障害者自立支援法への移行という大きな課題を持っています。

そして、その機能としてグループホームのバックアップや事実上の地域の相談支援の場となっています。現状でも多くの課題を持っている上に、さらに多くの役割を期待されています。この転換期に入所施設を再評価し、２４時間、３６５日のサービスの意味と重要性を認識し、居宅系サービスとともに、地域支援の核となるよう位置づけその役割を明確にしてください。


３．通所施設

障害者自立支援法や障害者の権利条約が目指す、知的障害があっても地域で普通に生活できる社会の実現のため、次の支援や制度の見直しを東京都としても共同して国に求めてください。また、実現できるまで東京都独自の政策として進めてください。

（1） 通所施設を地域移行のための拠点ととらえ、本人家族相談支援機能、本人活動支　　　援、通所支援機能、医療的ケアー機能、グループホーム等バックアップ機能、地域療育相談機能などの強化事業を進めてください。

（2） 行政措置から契約になり、知的障害者の主体性の維持は不安定になっているますが、知的障害者の特性に合致した身上監護を強化した権利擁護事業を進めてください。

（3） 生活訓練、就労移行などの一回性をとりやめ、ライフステージにあった制度の利用を進めてください。

（４）　親亡きあと、親族などにより現在の地域生活を継続できるのは３８％、入所施設を既に利用しているのは１９．８％で、残る４２．２％が現在在宅で親亡き後居住と権利擁護の必要性があります。（障害のある人の兄弟への調査報告書より）

　

東京都立施設の民間移譲がすすみ、支援内容が良くなったと利用者家族、都の幹部職員からもご意見をいただいています。残っている施設の、民間移譲や巨大施設の今後、障害者自立支援法への移行については、多くの都民にとって関心の高いところです。

　今後の東京都立施設改革の方向性とタイムスケジュールをお示しください。
４．知的障害者通勤寮

通勤寮は就労と生活を一体的に支援する機能を持ち、特に都市部東京都においては、一般就労が可能な学齢期から社会参加期への円滑な移行を促進するために大きな役割を果たしてきましたが、自立支援法では日中支援と夜間支援を分離することが柱になり、通勤寮制度は消えました。また自立支援法では、就職させる機能については、就労移行支援事業等の前進がみられますが、職場定着させる機能は後退しました。自立支援法ではこの通勤寮の機能に対応するために、自立訓練事業の宿泊型が創設されましたが、利用期間原則１年・２年目は報酬４０％減という宿泊型の制度は、通勤寮機能の継承とはなり得ません。　　　　　現在の東京都６通勤寮の合計定員は１８５名ですが、特別支援学校高等部卒で平均年齢１８才前後の利用希望者を中心に、毎年６０名前後の方が入寮し、またほぼ同数の方が卒寮していく実績があり、旧法施設体系の中では、唯一通過施設としての機能を持ち、概ね利用期間３年でグループホーム等への移行実績を上げています。現状の通勤寮ニーズはこのように極めて高く、また、職業的自立に向けた職業教育に取り組む特別支援学校が増える中、ニーズは更に高くなることが予想されます。この利用者ニーズに応えるためには、精神的な未熟さや経済的理由により最低でも３年間の利用期間が必要となります。このままで自立支援法による新体系へ移行した場合には、通勤寮が持っていた職場定着や・育成機能が果たせなくなり、結果として都民のニーズに応えられない事態を招きます。通勤寮の機能はグループホーム制度や宿泊型の機能では代行できません。通勤寮機能を継承し、都民の必要性に応えるためにも、また、職業的自立に向けた職業教育をより確かなものにしていくためにも、自立支援法の中に通勤寮の機能を継承していくことが求められると同時に、現在の都立通勤寮の水準を維持できるよう、東京都独自の加算をお願いしたい。

５．グループホーム・ケアホーム

自立支援法では基本的な理念を地域移行や就労に置いていますが、その理念とは裏腹に、グループホーム・ケアホームの報酬単価は支援費制度の地域生活援助事業より大きく落ち込んでおり理念に対応したものとなっておりません。特に日額制の導入はサービス主体の経営を苦境に追い込むものでした。しかし、東京都においては、夜間支援体制加算や都単価の導入によって自立支援法の欠陥を補い、グループホーム・ケアホームを運営する困難制を一定程度回避しました。この点については評価するところです。グループホーム・ケアホームの潜在的ニーズは通所施設利用者や都外入所施設の利用者を含めて極めて高いものがあります。東京都も緊急３カ年プランにより、設置促進を図っています。しかし、このところ当初の数値目標を下回っているのが実際です。

それには、いくつかの原因が考えられます。グループホーム・ケアホームは世帯が小さく、いきおい担当する世話人や職員に負担がいきやすい構造があり、その負担を和らげるためにも、緊急時の対応やバックアップを行う運営主体（法人や施設）の体制が不可欠ですが、自立支援法により、この運営主体に余裕が無くなっていることがまず挙げられます。また、現実にグループホーム・ケアホームの運営主体は弱小法人が多いことも原因としてあります。また、施設と違い、利用者支援や運営について一定の基準がなく、運営主体に委ねられている点も大きな課題となっています。そして、各地域における自治体や住民理解の差も設置促進の壁になっている結果、設置数に於いて地域間格差が生じています。

今後の潜在的なニーズや都外施設利用者の地域移行、そして、どんなに障害が重くても希望する地域生活を保障するためには、東京都の特殊事情を考慮した多様な居住形態を認める政策が必要ですし、ホームの円滑な運営のためには、現在設置主体に依存している支援体制を改め、一定の支援体制（バックアップ）の水準（ガイドライン）を示し、水準に至らない法人に対しては、運営支援員確保の為の補助制度の創設や地域的な相談機関の設置などの支援対策が求められます。

また、現在試行事業として、都外施設利用者のための地域移行コーディネートセンターが設置されましたが、入所施設においては自立訓練事業が廃止されたこと、グループホーム・ケアホームにおいては、家賃負担の発生から、双方のマッチングの問題が生じており、移行者数が伸びていない実態もあるので、都外施設利用者地域移行体験事業などの創設により、一定の体験期間を家賃も含めて保障するなどの制度化が望まれます。

６．支援スタッフの立場から　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　激動の時代の中、支援の現場でも『単価』『稼働率』といった言葉が飛び交い、現場スタッフは自分達の存在意義を失いかけ、元気をなくしてきているというのが現状であります。現場スタッフがこの状況から脱し、再度、自分の仕事に誇りを持ち、生き生きと迷い無く『プロ』を目指すといった、支援者としてのアイデンティティをどう確立するのかということが重要な課題であります。そして、それを含めた『人材育成』に本気で取り組むことがサービスの向上の近道であると考えております。

　また、利用者の生活に目を向けた時、障害者自立支援法がもたらした問題や、これまで抱えてきて解決できていない問題にも目を向け、課題を整理し解決に向け取り組んでいく必要性を感じております。

（１）利用者支援について

○現場で感じる利用者の生活における課題

①サービスを受ける権利についての課題

　措置から契約へと変わり、利用者が自分でサービス（事業所）の『選択』が出来るという仕組みが作られたが、一方では日々の生活の中での利用者の金銭的な負担が増しています。個人が使えるお金の額により外出・旅行等の回数や質が変わってしまい、希望した所にも行けないというのが現状です。それが日々の生活の中で実質的に『自己選択』『自己決定』を阻害してしまっています。利用者負担への取り組みについては、利用料の軽減等で負担の緩和が行なわれていますが、利用者の日々の生活費は最低限度の生活のレベルであり、個人の生活にスポットを当てた保障が必要だと日々の利用者支援の中で痛感しております。
②利用者をとりまく保健医療問題

健常者と同等の医療サービスが受けられない現状です。

１）地域医療機関の受け皿不足

　　・　産科、小児科や救急医療などが不足している。また近年の医療制度改革によって、大規模病院役割が急性期医療を主軸としたものになったにもかかわらず、長期療養が必要なケースの受け皿が縮小されている状況です。

・　これまでも知的障害者が理由と思われる救急時のたらい回しが数多くあった。通常の診療でも、診療所の昼休み時間や他の患者さんの少ない時間に受診しています。

・　医療保険の制度上、知的障害者施設に応診しても診療報酬上の加算がみとめられていません。

２）利用者の医療的ニーズの拡大

　○　高齢化、虚弱化（疾患に罹りやすい、重症化しやすい）問題

・　歩行困難や嚥下障害などの生活機能の低下（知的障害と身体障害の重複）した利用者が増加。

・　高齢化対応のためのバリアフリー対策不足や支援スタッフの介護技術が不足。

・　施設内で行われる医療行為（鼻腔栄養、人工肛門、吸引、インシュリン注射、人工膀胱や尿道カテーテル留置等々）のニーズが拡大。

・　虚弱化が原因による感染症（インフルエンザ、ノロ、O－157、疥癬）の集団生活によってる拡大のリスクが高い。

・　終末期や肢体障害が重度化した場合の受け皿施設（医療機関を含む）がなく、身体状況に応じた適切な居場所に移ることが困難。

　○　早期発見早期対応のための健診（以下）が一部または全部が行なわれていません。

　　・　婦人科健診（乳がん、子宮がん）

・　消化器健診（胃がん、直腸癌）

・　メタボリック対策に関連した健診

・　歯科健診

・　ウイルス性肝炎の健診

③現状の医療サービスと問題

1） 嘱託医契約

嘱託医は、概ね地域の診療所医師が担当しており、週一回２時間程度の来所勤務が実態である。その業務内容は長期内服している薬の処方や風邪やけがなどの診察が主です。

【問題点】診察時間が少なく、常時内服している薬の処方や一部の診察に限定されてしまいます。感染症発生時なども、大まかな指示は出されるが基本的には支援スタッフや看護師が協議し対応しています。

利用者の多くが高齢化、虚弱化していても、嘱託院に健康問題や施設経営上の保健医療に関するアドバイスを求めるのは難しい状態です。
2） 契約病院の確保

主に嘱託医師の専門外の外来や入院が必要なケースの対応をできる範囲で協力を要請しています。

【問題点】　年間５０万円から数百万円の協力のための契約料を支払っています。しかし満床などの場合は入院できません。また他の患者への配慮から、入院時は個室や２４時間の付添を要請され、一泊の入院で医療費以外に２万以上の費用がかかっています。

3） 施設の看護師確保

施設には設置基準により一から二名の看護師が在籍しています。利用者の処置や健康管理に関する相談や、通院の付き添いなどを行っています。

また施設では看護師だけが医療専門職であるため、施設内で行われる医療行為や感染症対策の指示や責任を受け持っていいます。

【問題点】　施設では看護師不足が常態化しています。欠員が続いているところも多くなっています。多くの看護師にとって施設勤務は不人気職場です。よって一度欠員になると次が見つかり難くなります。

また、採用されても短期間で辞めてしまい、同時に看護師として長期間現場を離れていた方や高齢などの理由で、現場の責任や指示に対応できない看護師が採用されています。

④医療サービスの内容（質と量）の転換が必要

これまで述べた問題はいずれも“知的障害者”特有の問題である。それでもこれまでは施設内の自助努力や人情的な医療機関が受け皿になり大きな問題にならずに経過してきました。

しかし、時代は変化しており、現状の医療サービスを必要十分なものと誤解し、何の改善も行わず継続し続ければ、近い将来、利用者の生命や健康維持に重大な問題が発生する事態が頻発する事態が予想されます。

よって、現在行われている医療サービスを転換していくことが急務です。

1） 地域医療機関との連携強化

・　医療機関とのネットワークの構築

　　・　医療機関との契約金の補助

　　・　知的障害者受け入れ拒否の実態調査

2） 施設内医療の拡充

　・　鼻腔栄養、人工肛門、吸引、インシュリン注射、人工膀胱や尿道カテーテル留置等の行為が施設内で行えるように人員確保と法的整備の推進

　・　看護師確保のための補助の実施（求人費用や確保した際の医療機関勤務の看護師との給与差の補助）

3） 健診の実施（疾患の早期発見早期対の推進）

　・　婦人科健診（乳がん、子宮がん）、消化器健診（胃がん、直腸癌）、メタボリック対策に関連した健診、歯科健診、ウイルス性肝炎の健診の実施

（２）スタッフの人材育成について

○人材確保への取り組み

　現在どこの事業所でも職員の退職が進み、新たな雇用が困難な状況であり、人材が不足しサービスの提供に支障をきたしています。若い世代の人材不足は、今人が足りないという問題に留まらず、１０年先２０年先の福祉の担い手や、リーダーとなりこの業界を引っ張っていく人材がいないということであります。人材の確保・定着については『育成』や仕事としての『魅力』の再確認もさることながら、給与や処遇面が影響しているところが多く、それを踏まえた報酬単価の見直しが必要であります。新しい時代を見据えた人材確保について大都市、東京都という事情を踏まえ独自の取り組みをお願いいたします。

· 人材育成への取り組み

支援者としてのアイデンティティを確立していくためには『人材』を『育成』するという明確な方針が必要であると考えます。支援をするに当たっての基本であり、常に持ち続けるテーマでもある『権利擁護』や『障害理解』の促進は専門性の確保の視点からも研修の充実が必須です。

また、サービスの向上のためには他施設や他業種との交流を図り、情報を積極的に取り入れる必要もあると考えます。しかし、多忙な現状の中、研修への参加が困難であり是非研修参加が進むような人員配置の確保をお願い致します。

○スタッフの疲弊

　近年福祉の現場スタッフのバーンアウトが目立ってきております。先日の東京都社会福祉協議会『利用者支援研究会』の学習会において、厚生労働省より出ている『労働者の疲労蓄積度自己診断チェックリスト』を使用しアンケートを実施したところ、総合判定としての『仕事の負担度』において、回答者の約８０パーセントが「負担度が高い」と考えられる状態であるとの結果が出ました。（（負担度が）「やや高い」…約２６％、「高い」…３５％、「非常に高い」…２０％）中でも『仕事についての精神的負担』の項目において『大きい』または『非常に大きい』との回答は約８０％にのぼり、スタッフへのメンタルヘルスへの取り組みは、緊急に対策を講じなければならない課題であると考えております。

新しい時代の福祉をこの東京から発信していくためにも、支援スタッフが活き活きと働きつづける職場を作るための取り組みをお願いいたします。

７．本人活動の推進と支援者の育成

知的障害者を中心とした本人活動は約１５年の歴史があります。この約１５年の実績の中で、本人活動が本人たちのエンパワメントに繋がり、生き生きと自分たちの事を語れるようになってきた事は多くの実践の中で明らかになっています。

この知的障害者の本人活動が取り組まれるには以下の歴史と背景があります。

· 日本の社会福祉が始まったのは敗戦後、１９４７（昭和２２）年

· コロニー施策が全国展開されたのが、１９６０（昭和４０）年代

· 義務教育が義務化されたのは、１９７９（昭和５４）年
これらの動きの中で、約１９７０（昭和４５）年から身体障害者を中心に当事者活動が取り組まれ、自分たちの生活に関わる問題を行政に訴えるための運動が展開されました。結果、障害者用住宅や介護料などが制度化され、地域で普通に暮らしたいという当たり前の主張が実現化しました。この時の運動で核となったのは、障害当事者でした。

知的障害者の本人活動は１５年の歴史しかありません。しかし、身体障害者の当事者活動は４０年近い歴史があります。

身体障害者の当事者活動では、自分の主張を自分で伝え、支援者はその主張を指示し運動に参加してきました。しかし、知的障害者は自分の事を主張するのは苦手で、支援者が本人を代弁して訴えないと行政にも伝わっていきません。身体障害者の当事者活動に比べて、知的障害者の本人活動が２５年も遅れたのは、健常者側の障害者に対する偏見意識があったからだと考えます。

かつて知的障害者福祉は指導訓練主義と言われていました。「障害」は是正されるべきという考え方に基づいていました。その後、ノーマライゼーションが叫ばれるようになり、障害者観も、ＡＤＬ（身辺能力）からＱＯＬ（生活の質）へと変化してきまし。その中で支援者側に障害者を理解し、パートナーシップとして支援していくという思想が生まれてきました。知的障害者の本人活動はそういった背景の上にあります。

東京都社会福祉協議会・知的発達障害部会では、平成６年１２月に「障害者の日」のイベントを開催したのがきっかけとなって本人活動がスタートしました。以来、月１回、本人の会を開催し、施設での事、仕事の事、友達の事、恋愛の事等々話しあってきました。毎年１２月に行われる「障害者の日」のイベントでは、最初は、不安と戸惑いが多く練習や支援者の助言等、事前の準備が必要でした。１３回目となる昨年度のイベントでは当日に役割分担を決めても対応できるようになりました。毎月の活動の中で人の話しを聞き、自分の意見を述べるという実践を積み重ねてきた結果だと思います。また、昨年行われた障害者自立支援法の東京大集会では、千人近い参加者の前で自分たちの主張を胸を張って述べる事も出来ました。

自信は小さな積み重ねの中で作られます。本人活動にはそんな力があり本人のエンパワメントに繋がっています。知的障害部会会員施設はは約３００ヵ所ですが、本人活動に取り組んでいる施設は少数です。本人活動から得られる事は多く、支援スタッフが「利用者主体」を実践で学べるのも本人活動からです。

私たちの住む東京を、障害者も含め暮らしやすい街にするために、「自分はこう暮らしたい」と主張できる環境が必要です。知的障害者が自己主張するためには、本人活動が必要です。また、本人活動は支援者無くして継続する事も難しいものです。そのため支援者の育成が欠かせません。本人活動が展開されやすい環境の整備と、支援者の育成を可能とするための制度の構築を必要としています。

８．日中一時支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　これまでの短期入所事業の日帰り利用が、地域生活支援事業の中の日中一時支援事業として、地域生活を支えるために多機能的に使える事業として位置づけられました。

この事業は区市町村の裁量で、地域での自立生活に必要なサービスを多面的に盛り込む事が出来ます。また、年齢制限がないため、児童、生徒の放課後の活動から、現在の通所事業にそぐわない障害者の日中活動としても位置づける事が出来ます。また、課題となっている不登校や引きこもりの方々のたまり場としての機能にも使えるでしょう。

　しかし、区市町村事業であることから、各区市町村で単価や利用形態が異なるとともに、隣接した地域の中で複数市の事業を行なわなければならず、事務処理の煩雑さや地域格差もあり、利便性にかけています。

　現状の問題点は以下の通りです。

①　報酬単価が極端に低いため、単独事業として成り立たない。（事業者数は極めて少なく、各自治体も新たな事業所の設置予定がたたない状況である。）

単価が１時間、500円程度である。短期入所の日帰りが基準になっているところが多い。

　②　自立支援法上の福祉サービスの中で、最も利用者負担が軽いサービスであるため、常に利用が集中している。

③　　一人の利用者に対して一人の支援者がつくガイドヘルプやホームヘルプと違い、一人の支援スタッフに対して複数の利用者の支援が可能であるというサービスの性質から、最終的な受け皿となってしまう場合が多くあった。（特に緊急時の受け入れに該当するサービスが見当たらない自治体等）

④　重症心身障害児・者の場合、活動保障の拠点として日中一時支援が使われている所もある。
⑤　入所施設、通所施設のみにとどまらず、ＮＰＯなど多彩な運営主体の参入を期待できるにもかかわらず、現実には実施場所の確保や、事業者としての経営においては、採算が厳しいところでｻｰﾋﾞｽが広がっていかない。

⑥　障害程度区分が支給費に反映されていない為、専門性の高い支援が必要な利用者の受け入れが困難である。

　⑦　どんな利用者でも使えるｻｰﾋﾞｽであることから、希望者は多いが一人ひとりの状況にあった支援が困難である。（単価とスタッフの雇用）また、車椅子利用者や自閉症の方が同じｻｰﾋﾞｽを希望されることから危険が伴うこともある。

⑧　希望者が多いため、サービス量が制限されたり、一人に同じ量しか給付されないなどニーズに合っていない。また、日常と長期休暇では利用希望が違うが、現状として対応できていない。

９．居宅介護の現状について

（１）利用者から見た現状

　①利用者のニーズは支援費制度以降伸びており、まだ潜在する利用者もいます。

　②利用者にとっては、国事業と地域の自治体の事業の違いがわかりにくくなっています。

　③自治体ごとの制度の違いが大きい

　　　地域格差（特に地域生活支援事業～移動支援・日中一時支援事業等）が大きく、転居等により自治体が変わると支援量や質が大きく変わる。社会資源の整備状況も違い、転居先によってはこれまでの生活が維持できなくなることもあります。

④サービスを使いたいときに使えない（早めの予約が必要で、急な対応は受けてもらえない）

在宅生活を支える、短期入所事業所やヘルパーの絶対数が少ないため、希望をしても必要な時や緊急時に使う事ができません。予約も一ヶ月分を前月に出すなど計画的に行うため、出し遅れなどにより支援が受けられないこともあります。急なキャンセルの時にはキャンセル料が実費でかかることもあります。区市町村によっては、サービス量を制限しているところや上限量を決めているところもあります。

行動援護など専門性の高いサービスについては、事業所が少なくサービス自体が利用できません。

　⑤利用者負担の問題

サービス利用時には、利用料がかかり、行動援護など障がいの状況によって必要な支援なのに、費用負担が違います。障害が重かったり支援量が多いほど自己負担が高く、収入は変わりません。

　

（２）事業所から見た現状

①毎年見直される単価

サービス単価の見直しにより、経営が困難になっています。移動支援事業など利用希望が多いが、単価が低く、それが中心の事業展開をすると経営が継続できません。（移動支援のみを行なっていた事業所では廃業したところもある）

特に知的障がいの方等は定期的に利用されるばかりではなく、単発の利用もあり計画的に予定が立たないのが現状です。

②複雑な利用料の計算と上限管理

国保連請求と市区町村請求や、各種減免措置、自治体の補助申請など、事務が煩雑です。またそこに関わる経費が確保できません。

さらに上限管理などの事務業務や、情報のやり取りをする通信費等の費用が全て事業者負担となっています。

③地域ごとに違う自治体への対応
ヘルパーが支援に携わった時間でしか対価が支払われないため、移動に要する拘束時間の給与保障や福利厚生、社会保険等に関わる保障が充分できません。

4 ヘルパーの業務にしか支払われない費用
ヘルパーの質の向上、地位や働く環境を整えるゆとりや費用が補償されていません。

5 国保連への請求と市区町村への請求があり事務手続きが煩雑
（ア）個別支援計画作成の義務
　居宅介護支援計画が義務化されているが、当該利用者の関わる他の福祉サービス事業者と連携して計画を作成することが極めて困難です。

ケアプランの作成が本人任せになっていますが、本人及び保護者の負担が多くなっています。またマネジメントができていません。

相談支援事業者のケアプラン作成への制限が強く、実際は支給決定されることはまれです。今後、相談支援事業の円滑な運営を行い、利用者のケアマネジメントが速やかに実施できるよう改善してください。

（1） 人材不足
　安い単価、働く環境の未整備、重労働などの理由で福祉従業者の確保が難しく、意欲を持った人も福祉業界離れが起こっています。

（24） ヘルパーの質の確保

マンツーマン支援になる業務については、他人の目が入らないため権利侵害が起こりやすくなります。また、支援レベルが低いヘルパー未熟なスタッフの場合、事故等が起こる可能性もあります。

支援者の力量の違いが利用者に大きく影響するため、スキルアップの研修が求められますが、その費用等も本人または事業所負担となっており計画的な人材育成が困難です。

１０．小規模作業所について

（1） 小規模作業所の新事業への移行支援
①小規模作業所はこれまで、法外で、無認可であるがゆえに融通が効き「来るも　　　　の拒まず」の考え方で、利用者とその家族の痒いところを掻ける存在でした。社会的資源としてみんなの役にたってきた、小規模作業所が担ってきたこの柔軟な機能が、新事業への移行によって失われることのないよう、東京都から最大限の支援をしてください。また、就労支援・生活支援事業に機械的に割り振られることがないよう、地域活動支援センターの活用も含め、柔軟な対応をお願いします。
②これまで東京都の補助事業によって運営されていた小規模作業所の多くは、新事業に移行できたとしても、NPO法人であり、その基盤は弱く、支援費制度の下にあった社会福祉法人の施設に比べると、力のない状況に変わりはありません。この力のなさを切り捨てることなく、強力な支援策をお願いします。
③　基盤の弱い小規模作業所が新事業に取り組むためには、設備・基盤の改善が不可決です。東京都障害者自立支援基盤整備事業の継続をお願いします。
④　新事業移行に際して最低定員数については、都道府県の裁量によって10人を超えればよいと国の方向が出ています。山間部、島嶼のみならず、小規模作業所のなかには、その立場から20人をそろえることが難しい場合があります。東京都の場合も20人にこだわることなく、柔軟な取扱いをお願いします。

（2） 都の運営費補助について
①新事業における国の報酬単価は低く、都による移行加算がないと新事業に移行することができません。安定した経営のためには、移行前の補助金を下回らない運営費が必要です。期限をつけない補助金として移行加算をしていただくように要望します。
②また、この移行加算金は月初出勤者数によるものとなっており、補助すべき実態に即していません。月の出勤日数や、利用率に沿って行われるべきものと考えます。カウント方法の是正をお願いいたします。
③小規模作業所が新事業に移行した場合に抱える問題の最初の１つが、事務量の増加です。専門の事務職員を置くことができずに、利用者へのサービスを低下させる原因になっています。都の独自補助による事務職の確保、また人材育成のための研修費補助などを検討してください。
④小規模作業所･事業所の中には、場所の確保として民間の物件を借りているところが多くあります。サービスの低下にならないように、家賃の補助の制度と基準を検討してください。

（3） 本人負担等
①小規模作業所・事業所による利用者の健康診断が無料で行われるような制度を作って下さい。また、区市町村への働きかけをお願いします。
②小規模作業所が新事業に移行しても、利用者の交通費を支給してください。現行では移行加算金の中に含まれていることになっていますが、これでは本来の運営に補助される部分が利用率が上がるほど減ってしまいます。また、月初に出勤がないと交通費の部分まで支給無しになってしまいます。移行加算金とは別に交通費の支給を検討して下さい。区市町村では、独自に交通費補助を行っているところがあります。区市町村への交通費補助の働きかけをお願いします。

（4） 小規模作業所・事業所の生産活動への支援について
①工賃倍増5ヵ年計画実現に向けて、販路拡大や職種の拡充、自主製品の開発等に事業所と行政が一体となって取り組む体制を検討してください。
②都および区市町村が、施設・作業所にどんな作業委託や発注ができるのか、また、地方自治体法の改正による役務提供について、その内容や具体策についての検討をお願いします。まず東京都が率先して福祉サービス事業所から受注することができるよう制度を作ってください。
③施設・作業所に作業等の発注をする協力企業に対して、東京都独自の優遇措置やメリット提供ができるように検討してください。

１１．成年後見制度について

（1） 知的障害者にとって成年後見制度は重要な制度であるにもかかわらず、積極的に利用されていない実態があります。親なき後も障害のある子が安心して生活していけるよう知的障害者が利用しやすい仕組みを作り、生活全体を複数の人でマネジメントできるような制度と利用促進の体制の整備をお願いします。

（2） 区市町村長申し立てが積極的に活用されるよう、東京都として区市町村に積極的な働きかけをお願いします。

（3） 低所得者が成年後見制度を利用できるよう、成年後見にかかる費用の補助をお願いします。

（4） 知的障害者は長期間にわたる身上介護が必要なため、この面で後見人をサポートすることが重要です。地域親の会やボランティアが後見サポーターとして機能できるよう、養成研修をお願いします。

（5） 後見類型になると、これまで行使していた選挙権を失ってしまいます。選挙権を奪わないよう、国に働きかけをお願いします。

（6） 知的障害者向けに成年後見制度に関するわかりやすいパンフレットやビデオの作成をお願いします。

１２．発達障害施策について

（１）子育て支援における発達障害支援の視点の導入

子育て支援事業の中において、関わりの難しい子どもの事例として挙げられているケースの中には、発達障害の要素を持つ場合が多く見られるようです。まず、この事業における発達障害の専門家の位置づけを明確にし、子どもとの関わりの中でのちょっとした配慮に関するアドバイス等、保護者支援や早期療育への橋渡しがスムーズに行われる環境を整備していくことが大切であると思います。

また、ケースによっては、保護者側に発達障害の要素が濃い場合も見られています。この場合は、保護者に対するケアを行うことで、子どもの2次障害を事前に食い止めることが可能になると考えられます。

（２）発達障害児に対する療育の充実

早期発見の後の受け皿が、まだまだ不足している状況です。また、保育園や幼稚園に在籍している幼児に対するケアも充分とはいえません。児童ディサービスや通園施設を活用した巡回指導の予算をしっかり付け、機能を充実することが早急に必要です。

（３）学齢期における余暇支援の必要性

発達障害児の中には、放課後や長期休暇等のいわゆる「空いた時間」の使い方がわからず、そこから状態の悪化をたどる場合が良く見られます。現在、放課後プラン等教育サイドからの余暇支援事業が起こってきていますが、経験を積むこと無しに人との関わりを含む様々な生活スキルを身につけることが難しい発達障害児にとって、学齢期から保護者や教員以外と関わりを持つことは、将来の生活を考える上でとても重要であるといえます。

また、発達障害児の中には、人間関係の形成の難しさゆえ、不登校に至るケースがとても多く見られます。この場合、「学校以外の居場所の確保」は早急に必要な事項です。

児童ディサービス（Ⅱ型）や現在のディグループ事業等を活用し専門家と連携した、発達障害児に対する余暇支援事業の充実が望まれるところです。

（４）発達障害児者に対するショートステイ機能の充実

現在、療育手帳（愛の手帳）を所持しない発達障害児者にとって、一時保護の必要な場合の受け皿は、入院に頼らざる得ないのが現実です。しかし、比較的医療ケアの薄いケースについては、入所施設やNPOを活用したショートステイ機能の充実があれば、深刻な事態に至らなくて済む場合が多いのではないでしょうか。特に、単独型ショートステイの機能は発達障害の特性にとても合っており、 体験型ショートステイとして活用することにより、生活スキルの向上も望まれると思われます。 

（５）児童相談所の機能を活用した発達障害支援

児童相談所に挙がるケースの中には、障害児施設への関与の有無に関わらず、発達障害の要素が大きく関与している場合が多く見られます。児童相談所は発達障害児にとって、重要な相談機関の1つであることを更に意識し、機能を強化していく必要があると思われます。

（６）成人期の発達障害者の居場所の確保

成人期の発達障害者で、療育手帳を所持しないケースについては、精神保健福祉手帳を活用したサービスの利用が主であり、精神保健センターにおけるデイサービスの実施等少しずつ増えてきてはいますが、まだまだ彼らにしっくりはまったサービスは少ないように感じられます。知的に障害がないとはいえ、すぐに企業就労につなげることが難しいケースが多い現状からみても、発達障害者に対する通所機能の充実は切に望まれるところです。

１３．都外施設と利用者本位の支援について

平成１２年１月３１日第３期都推進協専門部会議で、「現在、多くの都民が都外施設で生活していることが問題なのではなく、入所施設に入ることが問題である。２１世紀の新しい社会システムを考える以上、都外施設があるということ自体、ノーマライゼーションの理念から、恥ずべきことではないか」との発議がなされ、都外施設の先行きに一抹の不安を感じさせられました。そして、障害者自立支援法の国会上程が確認された時期と同じくして平成１７年９月に提言されました第４期都推進協中間のまとめの中で、東京都の障害児・者支援としての都外施設が担うこととなる課題と役割りが示されております。

· 都外施設の利用については、施設所在地のグループホーム利用のほか、都内のグループホームの優先的な受入れ促進を講じることが必要。

· 都内に移り住むことを希望するものと受入れ可能なグループホームとをマッチングするコーディネート機関を常設することが必要。

· 都外施設の地域移行に伴い生じた利用枠を施設所在地の利用者に還元するほか、都内施設、グループホーム、通所施設、高齢者施設に転換することを検討。

だが、これらは都推進協の提言であって、東京都として都外施設の位置付けを明確に示したものではありません。

入所施設利用希望者の増加、都内設置に比べて廉価な用地取得費用や支援スタッフなど職員採用面での優位性に起って建設されてきた都外施設ですが、平成１０年以降都外施設の建設は認められていません。

平成１９年度において、都外設置の都民協定・独占施設は、北は青森県から西の岐阜県まで１６県に渡り児童施設１０ヶ所、成人の更生施設は４３ヶ所が設置され、３,２６６名にも及ぶ都民が居住支援を受ける環境が確保されています。なお、このような設置体系での利用支援が受けられない知的障害児・者が他県設置の知的障害児・者施設や都内外の精神科病院での支援を受けている実態が数字的にもかなりの数に上ることも忘れてはなりません。

※ここまでの記述は、都外施設設置の流れや利用する知的障害児・者の実態、問われている課題などを、平成２０年２月に東社協知的発達障害部会の特別委員会である都外施設検討員会（委員長中塚博勝　大利根旭出福祉園施設長）が作成した地域移行に係る意向調査報告書を基にまとめたものです。

入所施設利用での支援を求めることは、本人の障害特性や障害の重篤さ或いは家庭や地域での暮らしを支える支援システムの脆弱さなど各様な要因が考えられます。自立支援法の意思決定、自己選択を考えた時、判断能力を欠く知的障害児・者の命と暮らしを守れる場、不足のない支援体制（機能）が創造、確保されていることが、またそれらの選択出来ることが絶対です。地域とか、入所とか、都外では恥ずべきだと発議する見識は、遠隔地だとか、生まれ育った地域ではない処を生活基盤とするのは可哀想だという感傷的な偏見ともとれるものの見方と申し上げたい。

ノーマライゼーションと云う社会（福祉）の理念からみると、障害者福祉は格差なく普遍的な施策構築が図られて然るべきなのに、東京都の障害児・者福祉の施政の実情はどうであろうか、都外と都内、各自治体による事業者認定だの、やれ自治体の福祉計画に沿ってだとか余りにも型にはまるが如く、先駆的な福祉施策の推進自治体の観は薄れてしまっているようです。

前述の如く、数多くの知的障害児・者が都外に設置された都民協定・独占施設で生活支援を受けている実態を、２１世紀の新しいシステムという大義（それが障害者自立支援法であるのか）を起てて、どの程度の時を費やし、どのような施策の構想・構築・整備を図ってゆくのでしょう。また東京都が自立支援法の理念に沿った福祉計画を策定し、地域移行を進める中で、地域とは生まれ育った、慣れ親しんだ土地と限りをつけること自体、当事者本位の意思決定と自己選択への道が開けるとは云いがたいのではないでしょうか。

もちろん、私達は、障害児者・者が出来る限り広い地域を生活基盤・活動域とし、誰とどのような環境に有っても共生する暮らしを選択できることを常に願っています。それ故、東京都の構想する地域移行の完結編を早く目の前にいたしたいと心より切望いたしております。

次に都外施設を確立されている福祉的資源として、その存続を求める所以は・・・・

（１）都外施設は、距離、時間などの面で負担を担う処は決して軽くはないが、設置準備の段階より事業者、そして多くの当事者（保護者）の尽力、叡智の結集が効を奏し、所在地域の住民・行政との良好な関係が確立され、利点のほうが負担よりはるかに勝っていると云えます。

（２）都外施設が都民である利用者にニーズに応え、施設利用支援を提供し続けてきた実績は評価に値します。東京都の福祉施政の大きな支援を受けつつ、役割りを担い成果も上げてきた実績を評価し、今後も福祉支援の選択肢の一つとして、位置付けることに問題はないと思われます。

（３）自立支援法の理念に基づき「障害児・者が安心して暮らせる社会の実現」、「障害のある人の自立」を考察する時、都会型の社会・身の回り環境での機能性重視の居住支援になじめない障害特性を持った方にとっても、広い空間と恵まれた自然環境に充たされながら日々悠々と過ごす中で、人間関係を育成しつつ生活・作業指導訓練にあたることのできるノウハウを持つ都外施設は極めて有用な福祉資源といえます。それは、　所在地の行政や地域住民との友好・親和関係を構築してきた設置事業者と利用当事者（本人と保護者）の努力に裏打ちされたものです。

かくして下記を東京都へ要望いたします

（１）建物・設備に対する要望

　①利用者の重度重複化や加齢が進んだ実態や危機管理（健康・防災・防犯）に応じられる不足のない対策を図る上で、都内施設や地域事業への支援と格差のない助成制度を構築してください。

　②経年老朽化した建物本体の建替えや大改修、付帯設備品の機材の交換・補修への対策に助成制度を含め東京都独自の支援体制を構築してください。特に、先日の神奈川県下でのＣＨの火災焼失により人命が害われたことについて、６月３日付で厚労省関係所管から出された「防災安全体制の徹底について」の重みを鑑み、都外施設（入所及び付設されているＧＨとＣＨ）のスプリンクラーなど消防設備の改善を含む防災安全機器の設置に助成金支出の制度化を早急にお図りください。

　③新体系移行が第二のふるさと(都外施設所在地)で完全実施できるよう制度をお見直しください

    既設の都外施設の隣接、近隣地でのＧＨ・ＣＨの開設に都内での設置と格差のない助成制度の活用をお認めください。また、福祉施策の共生、連携を進めるべく、当該施設の所在自治体へ積極的にお働き掛けください。

（２）健康管理や医療看護面への対策の拡充を

　　利用者の重度重複化や加齢が進むほどに看護医療面での適切な措置の必要性はますます高まって参ります。罹病し、更に特段に重篤な状態になりました利用者に対する、療養可能な医療施設の紹介を含む対応への指針をお示しください。

（３）都外施設よりの地域移行支援に係るコーディネーター事業に一層の拡充を

　　当事者本位の居住支援を確実に選択できる支援事業として大きな期待がございます。それ故に、事業運営の協議・検討会議については、東京都の行政所管と委託事業者に限らず利用当事者（本人と保護者）の参画をお認めください。

（４）職員の確保、育成について

これまで都外施設では支援スタッフの確保が都内に比べて比較的難しくない求人環境でございました。しかし、近年、総体的な福祉関係就労者の減少に伴って、求人に余裕のない状態が顕著に成って参りました。事業者（社会福祉法人）の財政面を配慮して、雇用形態や給与条件で求職者の条件マッチングしないケースが目立っているようです。コア人材の養成も大切なことですが、利用者に直接的に接する職員の人手不足は極めて深刻な支援機能低下に陥ります。雇用条件のこれ以上の低下を避けるためにも現状を以って下回ることのないよう補助金の確保をお願いいたします。

１４．ダウン症を取り巻く様々な問題

　出産をして早ければ３日目くらいにダウン症と告げられます。そこから親が抱える不安が大きくなってきます、特に母親の受容がスムーズに行くように支援をするシステムがあれば良いと考えます。日本ダウン症協会の事務所相談員のところに毎日のように電話を掛けてくる母親もいます。そういう方のためにも家族への支援が大切だと言えます。小さな時から高齢になるまで長期にわたり生活を支える支援計画が立てられたら良いと感じます。

「日中一時支援」の場にダウン症の子どもの居場所がなくなっているような気がします。「発達障害」のお子さんの早期寮育はとても大切な事であると思いますが、その事によってダウン症の子どもたちの療育の場での受け入れが厳しくなっています。「母子通園」で今まで行われていた療育の場の確保はしたいものです。学校も同じように今までだったら何の問題もなく通常級か特別支援学級に入れていたのに、「養護判定」が出てしまうと“特別支援学校に行きなさい”といということが起こってしまいます。それでも学校、教育委員会との話し合いで大変な思いをして特別支援学校級に入学させることになります。それでも、時間が掛かったとしても入学後はスムーズな学校生活が送れるようになっているのが現状です。ダウン症候群だからではなく個々の人としての理解をして適切な支援が出来れば子どもは大きく伸びていきます。　

「障害程度区分判定」の問題の一つとしてダウン症の方は判定が軽く出てしまうと思われることです。「グループホーム」「ケアーホームで」の生活を望む時にどんな区分判定がでるかで自立の道がとざされてしまいます。親亡き後ではなく、今親が元気なときにこそ子どもの将来が見えるだけでどんなに安心できるかを考えてみて下さい。２０歳を過ぎれば支援をして頂きながら「ケアホーム」での生活が送れたらと考えます

企業に就労したり、通所施設・作業所などに通い始め何年かして人間関係や何らかの問題で家から出られなくなってしまうダウン症の方に多く見られる成人期の問題があります。原因は障害理解が不十分なこともあります。長期化すれば職場や通所施設にも通うことができず家に閉じこもってしまうことになります。本人の行く所がないので外に出るキッカケの最初に「日中一時支援」を利用してみようと思うのですが、通所施設に籍があれば日中一時支援も使えません。母親も悩みながらも毎日のこととなってしまいます。何とかしなくてはと思いながらも、あまりの長期化にあきらめてしまいなかなか解決に至らないケースが多いようです。ダウン症協会では今年度も施設の職員を対象にした「成人期対応セミナー」を開催しました。参加の申し込みの多さに施設の職員の専門性も必要だと感じます。また、就労支援センターの充実が叫ばれています。ダウン症の方も就労をする方が増えてトラブルもあるようです。そんな中すぐに相談ができ問題を解決してくれる。本人の生活をしっかり支える「ジョブコーチ」の充実をお願いしたいと考えます。

ダウン症の子供は２０歳を超えると老化が始まると言われています。ダウン症の方の大半は「愛の手帳３・４度」の方で医療費の助成はありません。高齢で出産しダウン症をもつ子どもを授かり、２０歳を過ぎると親と共に高齢化していくのが現状です。２０歳を過ぎ病院に掛かる事が多くなり医療費の負担はとても大変になります。必要に応じて医療費の助成をして頂けるようお願いいたします。

１５．障害程度区分の抜本的な見直しについて

○要介護認定基準は知的障害者に適していません

　現行の障害程度区分は介護保険の要介護認定基準を基に作られており、知的障害者には適していません。このことは、障害者自立支援法の施行当初から問題視されており、都内では、これまでにも大規模な集会などの形で、知的障害者が軽視されている障害程度区分の抜本見直しを求める関係者の動きが生じています。

○障害程度区分を「要支援度」にしてください

障害者自立支援法第４条第4項は、「障害程度区分」を「当該障害者の心身の状態を総合的に示すもの」と定めています。これは、1980年のWHO国際障害分類における「障害は当事者と社会との間に生じる」という考え方に反し、医療モデルへ逆行しています。障害程度区分は、「障害者が社会の中で普通に生きることの困難に対する支援の必要度」として「要支援度」にすべきです。

○支援内容・要支援度は障害別にしてください
身体障害者への「介護」は、できない事を補う支援であるが、知的障害者への支援は、心の内面に働きかける「よりよい意志決定への支援」「発達への支援」であり、「心による支援」です。支援の内容について、また要支援度について、三障害を統一すべきではありません。

○区分によるサービスの利用制限を撤廃してください

厚生労働省は、施設入所支援・生活介護事業などに障害程度区分による利用制限を設けていますが、この制限を撤廃し、利用者の選択によりどの事業でも利用できるように改めるべきです。

○介護給付と訓練等給付を統合し、要支援度を適用してください

知的障害者は、「訓練して自立すれば支援不要」ともならないし、「就労すれば支援不要」ともなりません。従って介護給付のみでなく、訓練等給付においても支援度区分を適用すべきです。

○平均障害程度区分によるサービス費日額制を改めてください

　サービス費については平均障害程度区分による日額制を改め、建物設備や管理・事務費など固定的に必要な基礎月額と、要支援度による利用者個人別支援費用と、行動障害や特別な医療等についての加算費の３層構造に改めるべきです。

○障害児については児童福祉法に戻してください

障害児については障害者自立支援法による施設・事業体系に組み込まず、児童福祉法の中で支援すべきです。

○要支援度の必要性

障害者のニーズは多様なため、一律の区分を設けず、社会福祉専門職または審査機関に公的な決定権を付与して決定する方法が、福祉先進国では一般的です。しかし我が国では、そのような人材育成もされていないし資格制度も未熟であるため、全国共通の区分を設ける必要があります。

今後、このような判定を行う社会福祉専門職制度やケアマネジメントの仕組みを作り上げていく必要があります。

○タイムスタディでは知的障害者支援の必要度を測れません

　知的障害者の人間的生活行動への支援、発達を促す支援の質を、時間のみで測ることは不十分です。また施設における職員のタイムスタディでは、職員の支援に従事する時間は測れますが、利用者から見た支援の必要時間を測ることはできません。

○「現在は行われなくても必要な支援」を測ってください

　施設でのタイムスタディでは、本来は必要であっても、職員不足などにより実際に行われていない支援を測ることができません。「社会の中で普通に暮らすときにどの程度の支援が必要か」を判断基準とすべきです。

資料３
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